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神奈川県議会２０２０年第１回定例会 

井坂しんや議員の代表質問と答弁 
2020年 2月 19日（水） 
＊一問一答形式に編集 

（文責：日本共産党神奈川県議団） 
＜質問主旨＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

井坂議員：日本共産党の井坂新哉です。私は日本共産党県議団を代表し、知事並びに教育

長に質問をさせていただきます。 

【１】県の財政運営について 

（１）県内の景気や経済状況と消費税増税の影響について 

井坂議員：質問の第１は、県の財政運営についてです。最初に、県内の景気や経済状況と

消費税増税の影響について伺います。 

２０２０年度神奈川県一般会計予算は１兆９０３５億円で、前年６月現計比４７６億６

２００万円増の１０２．６％となりました。 

今回の予算の特徴は、歳入面では消費税増税によって地方消費税収入が個人県民税を上

回り、一番多い税収項目となったこと、また、法人２税が大幅な減収となったこと、２０

１９年度補正予算では減収補てん債と調整債を合わせて３００億円発行するなど、米中の

貿易摩擦などから景気の低迷の影響があることです。 

県として、２０２０年度予算を編成する上で、国の地方財政計画をしっかり見ておく必

要がありますが、本年１月２４日に総務省から示された事務連絡では、国の予算編成の基

本的な考え方が示されております。要約しますと、アベノミクスの推進により経済は長期

にわたる回復を持続させていて、地方経済は厳しいながらも好循環の前向きな動きが生ま

れ始めていると述べ、さらに、消費税率引き上げ後の経済動向を注視することや、米中貿

易摩擦などによる悪影響に備える必要があると述べています。 

【１】県の財政運営について 

（１）県内の景気や経済状況と消費税増税の影響について 

（２）防災・減災対策の推進について 

【２】気候変動対策について 

（１）日本の温暖化対策について 

（２）横須賀の石炭火力発電所の建設について 

（３）県の地球温暖化対策について 

【３】県職員の自死と関連する課題について 

（１）県職員の自死について 

（２）パワハラの根絶について 

ア）自死した職員へのパワハラについて 

イ）今後のパワーハラスメントの防止に関する取組について 

（３）長時間労働の解消の取組について 

【４】県立の津久井やまゆり園の指定管理者の変更方針と今後の運営や支援について 

【５】外国籍の子どもの就学促進について 

【６】相模総合補給廠に新たに配備された米陸軍第３８防空砲兵旅団司令部について 
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今後の悪影響について懸念があるのは当然ですが、地方経済に好循環の前向きな動きが

生まれ始めているという状況判断は、県民の実感とはかけ離れていると思います。 

消費税増税後、消費は確実に落ち込んでいます。内閣府の景気動向指数の基調判断では

５カ月連続悪化となり、総務省の家計調査では１世帯当たりの消費支出は３カ月連続マイ

ナスとなりました。また、２人以上世帯の実質家計消費支出は、２０１３年の平均年額３

６３万６０００円から、増税後の昨年１０月、１１月の数値を年額換算すると年額３３２

万２０００円となり、３１万４０００円と約１カ月分の減少となっています。 

消費税が増税されたにもかかわらず、生活保護費は上がらず、年金は２年連続のマクロ

経済スライドの発動で実質削減となっています。 

そこで、知事に伺います。総務省は事務連絡で地方経済の状況を示していますが、県内

の景気や経済状況について知事はどのように捉えておられるでしょうか。伺います。また、

消費税増税によって家計消費が落ち込んでいることをどう受け止めており、県民生活の支

援のために県として新たにどのようなことに取り組もうと考えておられるのか、見解を伺

います。 

 

黒岩知事：井坂議員のご質問に、順次お答えしてまいります。 

初めに、県の財政運営についてお尋ねがありました。まず、県内の景気や経済状況と消

費税増税の影響についてです。 

日本銀行横浜支店は、最新の神奈川県金融経済概況で、県内の景気は海外経済の減速の

影響が見られるものの、緩やかに拡大しているとしています。一方、新型コロナウイルス

感染症の拡大による観光客や製造業など、県内産業への影響や中小企業での人手不足等の

課題もあると認識しています。 

また、県内の個人消費について、日銀は消費税率引き上げの影響による振れを伴いつつ

も緩やかに持ち直しているとする一方、政府は月例経済報告で消費者マインドの動向に留

意する必要があるとしています。今後も、県として、県内経済や個人消費の動向をしっか

り注視していく必要があると考えています。 

こうした中、来年度当初予算案では消費税率引き上げによる財源を活用して、幼児教育・

保育の無償化の通年度化など、社会保障の充実を図っています。さらに、県独自の施策と

しても、私立高校授業料等の実質無償化の拡充や特別支援学校のスクールバスの利用拡大

など、県民生活に密着した取り組みにしっかりと対応していきます。 

 

（２）防災・減災対策の推進について 

井坂議員：次に、防災・減災対策の推進

について伺います。 

２０２０年度予算の歳出面での特徴の

一つは、昨年の台風災害を受けて神奈川

県水防災戦略を立て、河川整備や土砂災

害、海岸保全などの予算を強化した点に

あります。わが団としても何度となく河

川整備の促進などを求めてきましたが、
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２０２０年度の国の予算でも、防災・減

災対策に取り組むための予算が新たに付

けられました。その中で注目すべきは、

総務省が河川などの浚渫（しゅんせつ）

に対して県単独事業を行う際に県債の発

行を可能とし、その県債に交付税措置す

ることを決定したことは大変重要です。 

総額９００億円とのことで、都道府県

に措置されるため、どのように活用する

かは県の判断となります。 

さらに、大規模災害時の中長期派遣要

員を確保するために、市町村を支援する

ための県の技術職員の増員を図る経費を

財政措置したことも、注目すべきです。 

そこで、知事に伺います。国のこのよ

うな支援に対してどのように対応される

のか、見解を伺います。 

 

黒岩知事：次に、防災・減災対策の推進についてです。 

まず、浚渫事業に対する国の支援についてです。昨年発生した台風１９号は、本県にも

浸水等による数多くの被害をもたらしました。こうした被害の最小化を図るためには、堤

防等の整備と併せ、川の流れの支障となる堆積土砂の撤去などの浚渫にも取り組む必要が

あります。そこで県では国の新たな制度を最大限活用することとし、新制度の対象となる

河川等の浚渫には７億１千万円を計上しています。 

次に、技術職員の派遣体制の強化についてです。全国の自治体が様々な災害への対応に

苦慮している中で、国が技術職員の確保を支援するシステムを打ち出したことは、意義の

あることと考えます。一方で、実効性という観点からは、全国的に技術職員が欠乏してい

るなど多くの課題があり、本県においても技術職員の採用状況は厳しいことから、国の新

たなシステムを活用できる状況にはありません。そこで、当面は土木工学を学ぶ学生を増

やすなど、人材育成の底上げを国に働きかけるとともに、本県に必要な職員の確保に全力

を挙げてまいります。 

 

【２】気候変動対策について 

（１）日本の温暖化対策について 

井坂議員：次に、気候変動対策についてです。まず、日本の温暖化対策について伺います。 

知事は２月７日に、気候変動対策の重要性から「かながわ気候非常事態宣言」について

発表しました。現在の気候変動問題への対応を強化して将来の温暖化を止めること、気候

変動の適応策を強めることは、大変重要だと思います。しかし、日本の対策は世界の動き

からは逆行している状況です。 
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地球温暖化は、産業革命以後すでに世界の平均気温が約１度上昇しており、世界の科学

者たちは、このまま何も対策を取らなければ２１世紀が終わるころには約４度も気温が上

がると警告しています。 

昨年９月の気候行動サミットにおいて、グテーレス国連事務総長は、産業革命以後の気

温上昇を１．５℃に抑えるための具体的かつ現実的な計画を提示すること、２０２０年ま

でに各国の貢献度を引き上げること、今後１０年間で温室効果ガス排出量を４５％削減し

２０５０年までに実質ゼロを達成することを、各国に要請しました。 

この要請に対して、世界の６５か国が２０５０年に温室効果ガスの実質排出ゼロを表明

しましたが、日本は実質排出ゼロを宣言することも、さらなる削減のための具体的な数値

目標を打ち出すこともできませんでした。 

また、国連事務総長は昨年１２月に開催されたＣＯＰ２５の開会あいさつにおいても、

「世界のいくつかの地域では、石炭火力発電所が今でも多く計画、建設されています。こ

の石炭中毒をやめなければ、私たちの気候変動対策は間違いなく無駄になるでしょう」と

述べ、石炭火力からの脱却を求めました。 

しかし、日本は国内で石炭火力発電所の新設を進めるとともに、海外への輸出を進める

政策を取っており、世界から批判されています。そのため、ＣＯＰ２５では化石賞を２回

も受賞するという不名誉な状況となりました。 

ＳＤＧｓ最先進県を標榜する知事として、日本が化石賞を２回も受賞するという大変不

名誉なことについてどう受け止めているのでしょうか。伺います。また、現在のエネルギ

ー基本計画を含む日本の地球温暖化対策の方針を改める必要があると思いますが、見解を

伺います。 

 

黒岩知事：次に、気候変動対策について何点かお尋ねがありました。まず、日本の温暖化

対策についてです。 

初めに化石賞についてですが、ＮＧＯ団体による主観的な評価でありますので、そのよ

うな評価に対して県としてコメントする立場にはありません。 

次に、日本における地球温暖化対策の方針の見直しについてです。本年１月、国では温

室効果ガス排出量の抜本的削減に向け、革新的環境イノベーション戦略を決定し、２０５

０年までに世界全体の二酸化炭素の排出量を上回る削減技術の確立を目指すとしています。

エネルギー基本計画を含む日本の地球温暖化対策については、この新戦略に盛り込まれた

技術革新の進捗状況等を踏まえて、国において決定すべきものと考えます。 

 

（２）横須賀の石炭火力発電所の建設 

について 

井坂議員：次に、横須賀の石炭火力発電

所の建設についてです。 

これまで述べてきたように、日本の石

炭火力発電所の新設計画と海外輸出につ

いては世界からも大変批判を受けている

ところですが、この神奈川では今まさに
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石炭火力発電所の建設が進んでいます。 

横須賀市久里浜の石炭火力発電所の建

設は、現在古い施設の解体工事と同時並

行で地盤改良などの工事が進められ、２

０２３年度の稼働予定となっています。 

この発電所が稼働すれば年間７２６万

トンのＣＯ２を排出する計画で、この量

は２０１６年度の神奈川県の１年間のＣ

Ｏ２の排出量７３４５万トンの約１割に

匹敵する量となっています。 

知事は「かながわ気候非常事態宣言」を

出しましたが、県内の石炭火力発電所建

設の中止を求めることもせずに宣言をし

ても、内容が伴っていないと言われても

仕方がないと思います。 

知事として横須賀の石炭火力発電所の

建設に対して明確に中止を求めるべきと

思いますが、知事の見解を伺います。 

 

黒岩知事：次に、横須賀の石炭火力発電所の建設についてです。 

この建設計画に対しては、環境影響評価法の規定に基づき、平成３０年８月８日付で、

事業者が責任を自覚し石炭を選択した理由について、地域住民の理解を得られるよう真摯

に説明すること、天然ガス等との比較を適切に行い、その結果に応じた環境保全措置を的

確に示すことを、知事意見として経済産業大臣に提出しました。 

今もその考えに変わりはありません。建設を中止するか否かは、国において判断される

べきものと考えます。 

 

≪再質問≫ 

井坂議員：それでは、答弁いただきましたので、再質問をさせていただきたいと思います。 

まず最初に、気候変動対策についてです。横須賀に建設を進められている、久里浜に進

められている石炭火力発電所の件ですが、知事は国が判断すべきだというふうに言われて

おりました。ということは、建設されるのはやむを得ない、認めるということなんでしょ

うか。そのことを改めてもう一度しっかりとお聞かせください。 

 

≪再質問への答弁≫ 

黒岩知事：それでは再質問にお答えいたします。まずは横須賀の石炭火力発電所の建設に

ついての見解であります。 

先ほど申し上げましたように、知事意見として先ほど申し上げた内容を経済産業大臣に

提出いたしました。その考えは今も私は変わりはありません。あと、それを受けて建設を

中止するか否かは、国において判断されるべきものと考えております。 
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≪意見・要望≫ 

井坂議員：時間がありませんので、最後に意見だけ述べさせていただきます。 

気候変動の問題で言えばですね、ＣＯＰ２５で日本が批判されたのは、具体的な数値目

標と具体的で新たな取り組みを発表できなかったからです。宣言だけでは、この問題不十

分であって、本気で取り組みを進めるのであれば、具体的な数値目標と取り組みを示す必

要があるということです。 

そのためには、国に対して政策の変更を求めることも必要ですし、石炭火力発電所の新

設はやめるべきだと求めることが必要だというふうに指摘しておきたいと思います。 

 

（３）県の地球温暖化対策について 

井坂議員：次に、県の地球温暖化対策についてです。 

今回、環境基本計画の２０１８年度の進捗状況点検結果報告書が示されました。この中

で、地球温暖化対策が遅れていることが示されています。 

温室効果ガスの排出削減は２０１３年度比で２７％の削減をするとなっており、２０１

６年度では６．１％の削減となっていますが、排出削減のほとんどが再生可能エネルギー

の割合を高めたことによるものです。 

火力発電などを行っている事業者では、再生可能エネルギーの割合を高めることなどに

より、ＣＯ２の排出係数を２０１３年度の０．５７から２０３０年度には０．３７へ削減

する自主目標を立てています。しかし、それだけでは県の２７％という削減目標は達成で

きません。世界では、この１０年間の取り組みが非常に重要と言われており、県としても

温室効果ガスの実質排出ゼロに向けた具体的な取り組みを示す必要があると思います。 

そこで、知事に伺います。県の地球温暖化対策計画は２０３０年に温室効果ガス２７％

削減、２０５０年に８０％削減となっていますが、その目標を２０５０年に実質排出ゼロ

となるような数値目標に見直すとともに、それに見合った事業に県として取り組む必要が

あると思いますが、知事の見解を伺います。 

 

黒岩知事：次に、県の地球温暖化対策についてです。 

県では現在地球温暖化対策計画の改定に向け、目標や取り組みについて議論している最

中です。まずは、現行計画に定めた２０３０年度の目標である温室効果ガス２７％削減の

確実な達成に向けて、全力で取り組んでまいります。 

 

≪再質問≫ 

井坂議員：二つ目は、知事はその宣言をして温室効果ガスの２０５０年実質排出ゼロ、こ

れを目指しているわけですよね。そうすると、県の地球温暖化対策計画の目標も、それに

合わせて変えなければ整合性が取れないと思うんです。 

宣言と計画、具体的な行動、この二つがあってこそ、はじめて宣言が意味あるものにな

るんだと思うんですね。ですから、そのことをしっかりと明言しなければいけないんでは

ないでしょうか。まずそのことを一つ、改めて、整合性があると思っているのかどうか、

今、それを聞かせていただきたいと思います。 
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≪再質問への答弁≫ 

黒岩知事：次に、２０５０年の実質排出ゼロとなる数値目標を見直すといった中で、宣言

するだけでは意味ないじゃないかという話でありますけれども、先ほど申し上げましたよ

うに、現在、地球温暖化対策計画の改定に向けて目標や取り組みについて議論している最

中であります。 

 

 

【３】県職員の自死と関連する課題について 

（１）県職員の自死について 

井坂議員：次に、県職員の自死と関連する課題について伺います。まず、県職員の自死に

ついてです。 

昨年１１月、３年前に亡くなった県職員の遺族から国家賠償法に基づく裁判が起こされ

ました。訴状では、知事室に在職していた際の知事特命事項などの困難な仕事内容と上司

によるパワハラ、さらに財政課での過酷な長時間労働によってうつ病を発症し自死に至っ

たのは、県が安全配慮義務に違反しているため賠償を求めるというものです。 

私たちは今回質問するにあたり、代理人の弁護士を通じて遺族からお話を伺うことがで

きました。提訴に至るまでの痛切な心の内を聞かせていただきました。 

今回の提訴に至るまでの背景には多くの要因があると思いますが、遺族からの話では、

一つに「息子のことがなかったことのようにされている」と述べられています。当時、県

はこの職員が亡くなったことを他の県職員に知らせていませんが、その理由として、遺族

の意向としていました。しかし、裁判でも遺族は、「公表してほしくないなどと述べていな

い」と意見陳述しています。 

二つには、「知事はお焼香には来てくれたが、謝罪の言葉やお悔やみの言葉もなかった」

「知事からの謝罪などがあれば提訴には至らなかった」と述べており、その後の知事の対

応の問題があると思います。 

そして三つには、「県の労働環境が改善されていないので、二度とこのようなことがない

ようにしてほしい」とのことでした。 

その外にも遺族が指摘していたことはありますが、私は知事がこのような対応になった

ことを深く反省する必要があると思います。 

そこで知事に伺います。県の職員が過労死として公務災害で亡くなったことについて、

どのように受け止めているのでしょうか。また、このように裁判になったことについて、

どのように考えているのか見解をお聞かせください。さらに、この件は公務災害として認

定されているわけですから、知事は遺族の方に直接会って謝罪をすることが必要だと思い

ますが、どのようにお考えかお聞かせください。 

 

黒岩知事：次に、県職員の自死と関連する課題について何点かお尋ねがありました。まず、

県職員の自死についてです。議員からいろいろとお話がありましたが、多くの部分につい

ては裁判を通して明らかにされるものと認識しております。まず、職員が亡くなられたこ

とについての受け止めですが、大切な仲間を守り切れなかったことは無念でなりません。 
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次に、裁判になったことですが、訴訟を通して何が事実だったのか明らかにしたいとい

うお気持ちに真摯に答えたいと考えています。 

また、ご遺族への謝罪についてですが、私自身ご遺族に二度お会いし、職員の命を救え

なかったことは本当に申し訳ない気持ちでいっぱいだということをお伝えしたつもりでし

たが、その思いが伝わっていないとすれば、率直に反省をしたいと思います。 

私は今回の訴訟を契機に、改めて二度とこのような悲しい出来事を繰り返さないという

決意で、真剣に働き方改革に取り組んでまいります。 

 

（２）パワハラの根絶について 

ア）自死した職員へのパワハラについて 

井坂議員：次に、パワハラの根絶について伺います。まず、自死した職員へのパワハラに

ついて伺います。 

この裁判の一つの焦点としては、２０１５年度まで在籍していた知事室での仕事の内容

について、知事の特命事項が多くその業務内容が困難だったことと、上司から部屋中に響

くように怒鳴られるなどのパワハラによって当該職員が精神的に追い詰められていたこと

にあります。 

このことは、公務災害の認定審査の中で、当時の同僚の職員などからパワハラの実態が

証言されています。公務災害は、発災前の６カ月間の状況で認定されるため、知事室での

パワハラのことは公務災害の直接の原因とはされていません。しかし、財政課に異動する

前から、パワハラによって精神的なダメージを受けていたことが示されています。 

県は、２０１２年に「パワーハラスメントの防止等に関する指針」を策定し、パワーハ

ラスメントの防止及び排除の取り組みを進めてきました。にもかかわらず、今回、証言の

中ではパワーハラスメントと思われる行為があったとされています。さらに、この指針に

は「パワーハラスメントに関し相談・苦情があった場合は、迅速かつ公正な事実確認を行

うとともに所属職員に対して必要に応じた指導を行う」ことが規定されています。 

公務災害の審査の際に職員からのパワハラの証言がされた時点で、その内容について迅

速に事実確認を行い、必要な措置をとる必要があったのではないでしょうか。なぜ、その

ような対応がされなかったのか、知事に伺います。 

 

黒岩知事：次に、パワハラの根絶についてお尋ねがありました。まず、自死した職員への

パワハラについてです。 

当時、どのような対応をしたかについては、訴訟に関する内容となりますので、答弁を

差し控えます。なお、現在、法改正や訴訟の提起といった状況の変化を踏まえ、パワハラ

の該当性などについて、第三者による緊急調査を改めて実施しています。 

 

イ）今後のパワーハラスメントの防止に関する取組について 

井坂議員：次に、今後のパワーハラスメントの防止に関する取り組みについて伺います。 

パワーハラスメントの防止に関する法律が、本年６月に施行される見通しとなっていま

す。法律では、事業主へのハラスメントの防止措置の義務づけやパワハラ被害を相談した

ことによる不利益な取り扱いを禁止するなどが規定されましたが、ハラスメント行為その
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ものを禁止する規定がありません。法律にハラスメント行為そのものを禁止する規定がな

いために、これまでも行政は違法行為との認定ができず、行為者に対して勧告などの実効

性ある措置をとることができないと専門家から指摘されています。 

このような中、昨年県が実施した県庁でのパワーハラスメントに関する職員アンケート

結果では、パワーハラスメントを受けたことがあると答えた方は２３％、また、パワーハ

ラスメントを見たり相談を受けたことがあると答えた方は３５％となっています。 

被害の内容としては侮辱などのひどい暴言が最も多く、次いで遂行不可能なことの強制

や仕事の過大な要求などとなっています。 

そこで知事に伺います。ハラスメントは被害者の尊厳と人格を傷つける人権侵害です。

パワーハラスメントの防止等に関する指針にハラスメントを禁止する規定を追加するなど、

指針の改定を行う必要があると思いますが、見解を伺います。さらに、法の施行を受けて、

今後ハラスメント防止のためにハラスメント行為を審査する第三者委員会の設置などが必

要と思いますが、どのように取り組むつもりなのか見解を伺います。 

 

黒岩知事：次に、今後のパワーハラスメントの防止に関する取り組みについてです。 

パワハラは相手の人格を傷つけるだけでなく、組織にとっても大きなマイナスの影響を

及ぼすものであり、決して許されません。県では、パワーハラスメントの防止等に関する

指針において、パワハラが許されない行為であることを前提に、その防止及び排除に関し

て必要な対応を規定しています。また、第三者によるハラスメント行為の審査については、

被害を受けた職員や弁護士である外部調査員に直接相談し、弁護士みずからが調査を行う

仕組みをすでに設けています。また、第三者のみで構成する不祥事防止対策協議会におい

て、必要に応じて臨時の調査を行うことができる体制も取っています。 

 

（３）長時間労働の解消の取組について 

井坂議員：次に、長時間労働の解消の取り組みについて伺います。 

今回の裁判の中では、財政課での過酷な長時間労働の実態が示されています。訴状によ

ると、公務災害の認定審査の中で、２０１６年４月に財政課に異動してからうつ病と診断

されるまでの６カ月間の残業時間は、認定されただけでも一番残業が少ない月で１１６時

間４１分、最も多い月で２０１時間１３分となっており、６カ月間のひと月の平均残業時

間は、１５１時間以上にも及ぶ過酷な長時間労働の実態です。 

現在、県の働き方改革推進本部では、時間外勤務に関する数値目標として、一つ目に年

７２０時間以内、二つ目に月４５時間を上回るのは年６回以内、三つ目に月８０時間超の

職員ゼロという目標を立てています。そして、この数値目標を達成するための取り組みと

しては、ノー残業デーの追加、事前命令の徹底、朝夕ミーティングの実施などが行われて

います。 

しかし、この３つの目標については、少し改善されてきたとはいえ、その目標までには

まだまだ追いつかない状況です。 

２０１８年度の取り組み状況では、年７２０時間以内とした目標では、１７人がこれを

上回る残業をしています。さらに、月４５時間以上の残業を年６回以内とする目標につい

ても５０人がこれを上回る残業をしており、月８０時間超えの職員ゼロについては９７人
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も上回っていて、これら３つの目標を達成するには大変困難な状況です。このような状況

から、すでに現在の取り組みだけでは限界が来ていることは明らかです。 

長時間労働の解消のためには、大幅な業務の見直しで仕事量を減らすか職員を増員する

しかないと思いますが、今後の取り組みについてどのようにお考えか見解を伺います。 

 

黒岩知事：次に、長時間労働の解消の取り組みについてです。 

本県では平成２９年２月に働き方改革推進本部を設置し、全庁を挙げた取り組みを行っ

てきました。その結果、月平均６０時間を超える残業をした職員数が３年前に比べ１０分

の１以下に減少するなど、着実に成果が上がっています。 

今後は職員の業務負担を軽減するため、ＲＰＡやＡＩなどの最新のＩＣＴも積極的に活

用し、業務の効率化をさらに進めていきます。また、職員数に関しても、児童虐待等の子

ども関連施策や台風等の災害復旧対応、オリンピック・パラリンピックやねんりんピック

の開催準備等に対応するため、令和２年度は知事部局の職員定数を９９名増員するなど、

業務量や時間外勤務の実態等に応じた必要な人員を配置したいと考えています。今後とも、

長時間労働の是正に向けて実効性ある取り組みをより強力に推進してまいります。 

 

≪意見・要望≫ 

井坂議員：最後に職員の自死に関連してです。 

この質問をするにあたって、遺族の方にお会いして提訴に至るまでの苦悩を伺いました。

いまだに悲しみは癒えていないと感じました。亡くなった職員と遺族の思いに応えるため

にも、パワハラの根絶と長時間労働の解消に真剣に取り組んでいただきたい、そのことを

述べて私の質問を終わりとさせていただきます。ありがとうございました。 

 

 

【４】県立の津久井やまゆり園の指定管理者の変更方針と 

今後の運営や支援について 

井坂議員：次に、県立の津久井やまゆり園の指定管理者の変更方針と今後の運営や支援に

ついて伺います。 

昨年の第３回定例会の１２月５日の本会議で、知事は津久井やまゆり園の指定管理期間

を短縮し管理者を公募する旨の発言をされ、利用者や家族、共同会や職員のみなさんに不

安を抱かせるとともに、急な方針転換に批判が寄せられました。この間、厚生常任委員会

で様々論議され、多くのことが明らかになってきました。 

知事は、１２月１４日の利用者や家族への説明の際に、指定管理者の変更の理由として、

津久井やまゆり園事件の裁判が始まると良くないことがどんどん出てくると述べました。

しかし、その具体的な内容を示しませんでした。また、かながわ共同会からの質問状に対

する回答では、１月１０日に立ち上げた検証委員会による居室の施錠という虐待の疑いの

指摘などが、その情報だと述べています。しかし、１２月５日の知事発言の時点では検証

委員会が立ち上がっておらず、検証委員会の指摘がわかるはずもないのに、あたかもそれ

を知っていたような知事の発言はまったくおかしいものと言わなければなりません。 
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居室の施錠などによる身体拘束は、障がい者の虐待にも通じるため、その厳格化が求め

られます。２０１１年に障害者虐待防止法が成立した後、国からガイドラインが示され、

各施設でも指針や対応マニュアルなどが整備されてきました。こういった中で、津久井や

まゆり園も対応を図ってきたところだと思います。 

今回の検証委員会で指摘されたことは早急に改善しなければなりませんが、これまで、

かながわ共同会も身体拘束をゼロにするために取り組んできており、県は本来一緒になっ

てこの取り組みを進める必要があったと思います。施錠などの身体拘束について、管理運

営をモニタリングしている県がその状況を把握し、改善させてきたのかも問われるところ

であり、自らの取り組みの反省もなく、急に指定管理者を変えるという姿勢には問題があ

ります。いずれにしても、今回の知事の唐突な発言は指定管理者を変更するという結果あ

りきのものであり、それに合わせるように理由を後付けしているもので、政策決定のプロ

セスとして大変問題があると言わなければなりません。 

まずは、知事の発言を撤回し、指定管理者の変更ありきではなく、利用者とその家族、

かながわ共同会とその職員などと話し合い、それぞれの意見をもとに今後の運営や支援の

在り方について見直しを進めることが重要と考えますが、知事の見解を伺います。 

 

黒岩知事：次に、県立の津久井やまゆり園の指定管理者の方針変更と今後の運営や支援に

ついてお尋ねがありました。 

県はこれまで、仮移転先で生活されている利用者のみなさまが、千木良及び芹が谷に整

備する新しい施設に令和３年度中に入居できるよう、全力で取り組んできました。そうし

た中、昨年１０月、かながわ共同会の元理事の不祥事をきっかけに、津久井やまゆり園の

利用者支援について厳しく指摘する声が、改めて私のもとに届くようになりました。 

津久井やまゆり園の再生にあたり、虐待の疑いのある支援が行われていたという懸念は

看過できるものではなく、しっかりと払拭しなければなりません。また、再生後の津久井

やまゆり園において、利用者目線に立った支援を追及する県の考え方を、指定管理者を公

募で選定するプロセスの中でしっかりとお示しする必要があります。 

このため、私は指定管理者の選定方針を見直すことを決断し、昨年１２月の本会議にお

いて、方針の変更を表明したもので、撤回する考えはありません。今後も、私の真意を説

明する機会を設け、ご利用者やご家族、園の職員のみなさまに対し、ご理解いただけるよ

う丁寧に説明してまいります。 

 

≪再質問≫ 

井坂議員：そしてもう一つは、やまゆり園の件です。 

知事は発言の撤回をしないということでした。私はなぜ１２月５日のタイミングで発言

をされたのか、そのプロセスには大きな問題があると思っています。知事は虐待の疑いが

あるということを強く述べられていますけれども、知事の１２月５日の発言の前には検証

委員会が立ち上がっていませんでした。ですから、虐待の疑いがあるかどうかというのは、

きちっと専門家の意見を聞かなきゃわからなかったはずです。また、検証委員会が示した

案件、虐待の疑いがあるという案件は、当該の自治体は虐待という認定をしていません。 

ですから、１２月５日の前の段階では、こういう虐待としての事実がはっきりわからな
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い段階での知事の発言だったと思うんです。だからこそ、しっかりと専門家に検証しても

らって、その後にどう対応するか、それを決めるのが知事の政策判断のタイミングだった

んではないかというふうに思います。 

ですから、伺いたいのは、なんで伺った話を確認、検証してから判断をしなかったのか、

その点を聞かせていただきたいと思います。以上、３点です。 

 

≪再質問への答弁≫ 

黒岩知事：それから、津久井やまゆり園。１２月５日の段階では、虐待かどうかわからな

かったじゃないかということであります。 

津久井やまゆり園の利用者支援の問題点を厳しく指摘する情報、これは利用者のご家族

からの情報もありました。個人情報の取扱いに配慮する必要がありましたから、具体的な

お話は控えておりました。その後１月に設置した検証委員会では、専門家の見地から津久

井やまゆりにおいて虐待の疑いが極めて強い、不適切な支援があったということが指摘さ

れたわけであります。 

私はこのことが重大なことであると思っておりまして、あの時に年が明けたらばいろい

ろ悪い情報が出てくるぞと言ったことがまさにその通りになっているわけでありまして、

政策判断に誤りがあったとは考えていません。答弁は以上です。 

 

≪意見・要望≫ 

井坂議員：次にやまゆり園の件ですが、私は利用者や家族の意見などからも、現段階でか

ながわ共同会で運営継続するのはやむを得ないんだと思っています。しかし、少なくとも

知事が指定管理者期間の変更を求めるのであれば、事実に基づいて虐待などの検証をして、

その改善を求め、それでも改善されないということを確認してから変更を求めるというの

が、事実に基づいて政策判断をされるべきだというふうに思っています。 

そういったプロセスを踏まずに政策判断したことが、利用者と家族に大きな混乱と不安

を拡大させている原因なんだと思います。ですから、発言を改めて、もう一度話し合いを

続けるべきだというふうに指摘しておきたいと思います。 

 

 

【５】外国籍の子どもの就学促進について 

井坂議員：次に、外国籍の子どもの就学

促進について伺います。 

昨年、外国籍の子どもの就学状況につ

いて、国が全国的な調査を行いました。

９月に国が発表した速報値において、神

奈川では２２８８人の外国籍の子ども

が学校に行けていない可能性があると

されました。その多くは横浜市でありま

すが、政令市を除く市町村では１６２名となっています。 
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文部科学省では、この間「外国人児童

生徒等の教育の充実に関する有識者会

議」を開催し、本年１月２１日にはその

報告書の骨子案が出されました。この中

では、学校での指導体制の確保・充実、

日本語指導担当教師等の指導力の向上

や支援環境の改善、就学状況の把握、就

学の促進などの５つの柱について報告

されています。 

しかし、子どもはすぐに成長しますので、早急な取り組みが求められます。とりわけ、

その中でも私が第１に進めなければいけないと感じたのは、就学状況の把握と就学の促進

だと思います。 

昨年の国の調査の際、国が指定した期間では把握・確認ができないとして、回答ができ

なかった市町村教育委員会があります。その一方で、不就学ゼロを目標に取り組んでいる

ところもあり、県内の市町村教育委員会がこのような取り組みを参考にして早急に就学状

況を把握し、就学促進を行う必要があります。 

骨子案では就学状況の把握や就学の促進の取り組みとして、外国籍の子どもの学齢簿に

準ずるものを作成し就学案内を行うことや、就学状況が把握できない外国人家庭に対して

も、個別に連絡を取って就学を勧めるような取り組みを広めるとしています。市町村教育

委員会が家庭訪問などで就学状況を把握するためには、訪問職員や多言語対応の通訳を確

保することなどが必要になります。さらに、外国籍の方をさまざまな場面で支援している

各地域の国際交流関係の団体などと連携して、取り組みを進めることも必要だと思います。 

このように、各市町村教育委員会が外国籍の子どもの就学状況を把握し就学の促進を確

実に行うためには、県教育委員会として市町村教育委員会への支援を早急に行うべきと考

えますが、教育長の見解を伺います。 

 

桐谷教育長：教育関係についてお答えします。外国籍の子どもの就学促進についてです。 

現在、外国籍の子どもは就学義務が課せられていませんが、保護者が子どもを公立の義

務教育小学校に就学させることを希望する場合には、その子を受け入れることとされてい

ます。こうした中、今年度国が初めて実施した全国調査では、本県においても不就学の可

能性がある外国籍の子どもがいることが明らかになりました。 

そのため、県教育委員会ではこの１月に全市町村教育委員会の所管課長を集めた会議を

臨時に開催し、外国人家庭の転出入が頻繁な都市部における状況把握の難しさ等の課題を

共有するとともに、外国籍の子どもの就学促進について協議したところです。 

また、国の有識者会議においても、法令上の措置を含めた制度的な対応等の検討が進め

られており、この３月に最終報告が示される予定です。 

県教育委員会では、引き続き国の動向も踏まえ、市町村との協議を継続的に行う中で、

関係団体と連携した就学促進や翻訳機能を有するＩＣＴ機器の活用等の先進的な取り組み

事例を情報提供していくなど、市町村教育委員会の取り組みを支援してまいります。以上

でございます。 
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【６】相模総合補給廠に新たに配備された 

米陸軍第３８防空砲兵旅団司令部について 

井坂議員：次に、相模総合補給廠に新たに配備された米陸軍第３８防空砲兵旅団司令部に

ついて伺います。 

２０１８年１０月から相模総合補給廠に駐留を開始していた米陸軍第３８防空砲兵旅団

司令部が要員の配備を完了したと、昨年１２月１９日に防衛省から連絡がありました。そ

して、その連絡の中で、この部隊にはグアムに駐留するＴＨＡＡＤを配備する部隊が新た

に指揮下に加わったこと等の情報提供もあったとのことです。特に、グアムに駐留するＴ

ＨＡＡＤを配備するこの部隊は、インド・太平洋地域の戦域レベルのミサイル防衛の任務

を担っており、日本の防衛ではなく、アメリカの本土防衛が目的であります。 

日米地位協定の第２条では、個々の基地に関する協定は日米合同委員会を通じて日米両

政府が締結しなければならないと定めていますが、その内容については公表されていませ

ん。しかし、今回、日本の防衛とは関係ない機能が相模総合補給廠に来ることは、日米安

全保障条約にも反する内容であり、米軍基地の機能強化としか言いようがありません。ま

た、相模総合補給廠では２０１４年に相模原駅付近の土地が返還されましたが、司令部の

駐留により、さらなる返還を求める県民の期待を裏切るような状況になっています。 

このような日本の防衛に全く関係のない米軍の司令部の配備に、強く強く抗議する必要

があると思いますが、知事の見解を伺います。また、新たな基地機能強化をやめ、早期に

相模総合補給廠の返還を求める必要があると思いますが、知事の見解を伺います。以上で

私の第１回目の質問とさせていただきます。 

 

黒岩知事：最後に、相模総合補給廠に新たに配備された米陸軍第３８防空砲兵旅団司令部

についてお尋ねがありました。 

県では平成３０年１０月の第３８防空砲兵旅団司令部の駐留に先立ち、国に対し、配備

計画等に関する情報提供や市周辺住民のみなさまの生活に影響が生じることがないよう、

万全の措置を講じることなどを要請しました。 

国からは、同司令部の要員数が約１１５名であることなどの情報提供があり、併せて、

同司令部の駐留は周辺に影響を与えないとの説明がありました。 

また、昨年１２月には、同司令部の要員配備がほぼ完了したことや、グアムに駐留し、

防空ミサイルＴＨＡＡＤを配備する部隊が新たに指揮下に加わったことなどについて、国

から情報提供がありました。その際、国からは、同司令部の駐留は基地の機能強化にはあ

たらず、日米安全保障条約の目的に資するものであるとの見解が示されています。 

県としては、今後も国に対し、適時適切な情報提供や同司令部の運用により基地周辺住

民のみなさまの生活に影響を与えることがないよう求めていきます。また、日米間で返還

方針がすでに合意されている相模総合補給廠の一部返還も含め、地元の意向に配慮した対

応を行うよう、引き続き働きかけてまいります。私からの答弁は以上です。 

 


